
（第1-1号様式）（控えが必要な方はコピーをおとりください。）

（公財）東京都私学財団理事長　殿

No.

申請年月日

下記のとおり申請します。

学
校
名

－

□

審査欄（申請者は記入しないこと）

⑤ □ 生徒本人
親権者、未成年後見人又は主たる生計維持者のいずれも存在しない場合であり、成人に達している場合 等

裏面も記入してください。

□

生徒の生計をその収入により維持している者（主たる生計維持者）１名分
・生徒が未成年だが、親権者又は未成年後見人が存在しない場合
・入学時点で生徒が成人であったが、主たる生計維持者が存在する場合
・生徒が成人であり、未成年の時点で親権者が１人、もしくは親権者又は未成年後見人が存在しなかった場合
・未成年の生徒の保護者または未成年後見人が存在するが、就学に要する経費の負担を求めることが困難である場合 等

（２）次の保護者等の家計の状況(家計急変後)の確認書類を添付します。※チェック必須
　　　※下記①～⑤の該当欄に必ず☑を付けてください。

① □
両親（親権者）２名分
・生徒が在学中に成人した場合で、成人する直前の未成年の時点から申請の時点まで生計を維持する者に変更がない
　場合を含む。

②

親権者１名分 　（☑を付けてください。）
※親権者が、一時的に親権を行う児童相談所長、児童福祉施設の長である場合は、その者を除く

・ 離婚、死亡等により保護者が１名のため

③ □

未成年後見人 □名分
親権者が存在せず、未成年後見人が選任されている場合
（未成年後見人が複数選任されている場合は、全員分）
※未成年後見人が法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされている者である場合は、
　その者を除く。

④

所
得
状
況

□

　令和７年１月１日以降に家計が急変し、保護者（親権者）等全員の家計急変発生後１年間の収入見込額が、以下のいずれか
の基準額に該当します。
　①住民税非課税世帯相当
　②（専攻科のみ）住民税所得割額の合算額が１０５，５００円未満相当
　③（専攻科のみ）住民税所得割額の合算額が２６４，５００円未満相当（多子世帯要件あり）

□   令和７年７月１日現在、生活保護法（昭和25年法律第144号）第36条の規定による【生業扶助】は受給していません。

フリガナ

住　　所

（１）保護者等の所得状況を確認の上、必ず両方に☑を付けてください。※チェック必須

申
請
者
（

保
護
者
等
）

郵便番号 生徒との関係 生徒の生年月日

電　　話 自宅 －　　　　－ 日中連絡先 －　　　　－

昭和・平成　　　　年　　　月　　　日

学
年

氏　　名
（姓） （名）

生徒氏名
（姓） （名）

フリガナ フリガナ

　　　 　年 　　月 　　日

令和７年度私立高等学校等　奨学給付金（家計急変）　受給申請書

学
校
番
号

学校所在地 （　　　　　　　　　　）　都 ・ 道 ・ 府 ・ 県
入
学
年
月

□ 1年
□ 2年
□ 3年
□ 4年

給
お

年 月
平成

・

令和



 ①高等学校(全日制) ④中等教育学校(後期課程) ⑦専修学校(一般課程) ⑩各種学校(外国人学校) ⑬私立高等学校等専攻科
 ②高等学校(定時制) ⑤高等専門学校(１～３学年) ⑧専修学校(高等課程)通信制学科 ⑪各種学校(その他) ⑭その他の学校
 ③高等学校(通信制) ⑥専修学校(高等課程) ⑨専修学校(一般課程)通信制学科 ⑫短大・大学

Ｓ
Ｈ
R

年 ４ 月 １ 日 ～
Ｓ
Ｈ
R

年 ３ 月 31日 １
Ｓ
Ｈ
R

～
Ｓ
Ｈ
R

Ｓ
Ｈ
R

～
Ｓ
Ｈ
R

・本申請書に虚偽の記載があった場合は、(公財)東京都私学財団の求めに従いその全額を即時返還します。

表面も記入してください。

(３)生徒の過去（現在の在学校以外）の高等学校等における在学期間を記入してください。
    ※現在の在学校は記入不要です。
    ※生徒が申請する学校以外に奨学給付金の対象校（国公私立すべてを含む）に在学していた場合は記入してください。
　　　学歴の状態（卒業・途中退学等）は問いません。
    ※令和７年７月１日現在（高校生等が令和７年７月２日以降入学した場合の在学状況については、申請日時点の情報を
      記載してください。）

例 　■■■高等学校 ６ ７

① 年　　月　　日

【学校の種類番号】

①

年　　月　　日

回

振
込
先
口
座

金融機関
コード

銀行 ・　信用組合　・　信用金庫

フリガナ

※申請者と口座名義人が一致していないと、支払金は振り込めません。一致していることを確認してください。

普通・当座
貯蓄

金融機関名
農 業 協 同 組 合　・　労働金庫

金融機関ｺｰﾄﾞ例:［みずほ：0001］［三菱UFJ：0005］［三井住友：0009］［りそな：0010］［埼玉りそな：0017］［ゆうちょ：9900］など

年　　月　　日

② 年　　月　　日

回

次の「(３)生徒の過去の高等学校等における在学期間」の“学校の種類”欄に、下記の【学校の種類番号】①～⑭の該当す
る番号を記入してください。

生徒が過去に在学していた学校名 在学期間 学校の種類 奨学給付金受給回数

□
☑

なし
あり

なし
あり

□
□

□
□

なし
あり

申請者氏名

口 座
名義人

（申請者）

回

・この申請の対象となる高校生等は児童福祉法による児童入所施設措置費(見学旅費又は特別育成費(母子生活支援施設の高校生等を
　除く))の支弁対象ではありません。

・本申請書の記載及び別紙１（家計急変の状況確認書）の内容は、事実と相違がないことを誓約します。

口座
番号

氏　　名

支店
コード 店

預金
種別

口 座 振 替 依 頼 書

・記載した個人情報を、在学する学校法人、(公財)東京都私学財団及び東京都が共有することに同意します。

署 名 必 須

(４)下記の内容を確認の上、氏名を記入してください。

・私は東京都以外の道府県に奨学給付金の申請は行っておりません。

・申請する生徒は､過去に国公私立を問わず高等学校等(修業年限が3年未満のものを除く｡)を卒業又は修了していません｡



〈申請書記入例 〉お

学校名を略さずに記入

してください。

必ず申請者ご自身で

署名してください。

申請者本人名義の口座

を記入してください。

申請者本人以外は、

配偶者（生徒）であっ

ても振込できません。

記載内容を確認の上、

両方にチェックを

してください。

！ チェック必須

上記の学校の種類番号

の中から学校・課程を

選択して記入してくだ

さい。

必ず、申請書(表)の氏名

と同じ氏名（漢字・カタ

カナ等）で、申請者ご自

身で

署名してください。

！ 記入必須

※ 緑太枠線内に、黒又は青のボールペンで記入してください（※消せるボールペン使用不可）。

※ 誤って記入してしまった場合は、二重線で削除し、わかりやすく記入し直してください。

＜表面＞

＜裏面＞

！ チェック必須

確認事項がある場合、こちら

に優先的に連絡させていただ

きます。

必ず記入してください。

いずれか１つに

チェックして

ください。

口座番号を右詰めで

記入してください。

空欄には×を記入し

てください。



様式１－１○お別紙１ 

家計急変の状況確認書 
令和    年   月   日 

申請者氏名                

生徒氏名                 

学校名                  

以下について、該当するものに☑を付けてください。 

１ 急変時期（※カッコ内に、急変のあった月をご記入ください）  

  令和７年１月１日～令和７年 ６月 30 日 の期間中に急変 （急変のあった月：   月 から） 

 

２ 家計急変を証明する提出書類  （全ての保護者について、下記の必要書類をご提出ください） 

(１) 家計急変の発生事由を証明する書類 

※該当の書類がなく、かつ給与の減少のみ等の場合は、下記(3)の書類をもって代えることができます。 

    □ 離職票   □ 雇用保険受給資格者証   □ 解雇通知書   □ 破産宣告通知書 

        □ 廃業届   □ 休業等の状況が分かる書類 

   □ その他（                    ） 

(２) 家計急変前の収入を証明する書類 

 □ 令和７年度住民税課税証明書（※原則として親権者（両親）２名分の提出が必要です） 

(３) 家計急変後の収入を証明する書類（該当するものに☑を付けてください） 

［給与所得のある方］     □ 給与明細書  □ その他（             ） 

 ［給与所得者以外の方（自営業者等）］ □ 税理士作成の申告書  □ その他（             ）  

  ［急変後の収入証明書類の提出ができない方］ □ 家計急変の発生に関する申立書 

３ 家計急変後の収入  （次ページ「記入例及び審査基準」をご参照ください）  

家計急変のあった月から申請月の前月までの保護者等全員分の収入を下表にご記入ください。 

（※金額は 1 円単位でご記入ください。） 

 
令和７年 

1 月 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

保護者等 

(１人目) 

        

保護者等 

(２人目) 

        

合計         

 

 

 

 

※「家計急変後の収入」とは、毎月の給与収入から税金、健康保険料等の各種控除分を差し引く前の収入額をします。 

 給与所得者（会社員等） ------------ 給与明細書に記載の給与（各種控除前の総支給額）をご記入ください。 

 ※課税対象の収入のみ記入。非課税となる「交通費」等は除いてください。 

 給与所得者以外の方（自営業者等） -- 収入額（売上）から必要経費を差し引いた額をご記入ください。  

（単位：円） 

【8 月に申請する場合】1～7 月までの間で、急変月からの収入を記入 

【9 月に申請する場合】1～8 月までの間で、急変月からの収入を記入 

 



様式１－１○お別紙１ 

 

 

 

例）〇３人世帯で、保護者等２人に収入があり、 

〇３月に家計が急変し、８月に申請する場合の記入例 

※家計急変発生後の 1 年間の収入見込み額が住民税非課税世帯相当の場合 

 

 ３月に家計が急変し、８月に申請する場合                            （単位：円） 

 
令和７年 

1 月 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

保護者等 

(１人目) 

  170,000 150,000 120,000 150,000 150,000  

保護者等 

(２人目) 

  70,000 60,000 70,000 60,000 60,000  

合計   240,000 210,000 190,000 210,000 210,000  

 

 

 

 

→（240,000+210,000+190,000+210,000+210,000）÷5×12 ＝ 2,544,000 < 3,215,000(円)となり、 

下表に照らして、受給対象となります。 

＜基準額＞                                        （単位：円） 

世帯人数（※） ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 ６人世帯 

年収見込 

(収入がある方が１人いる場合) 
2,043,000 2,215,000 2,715,000 3,215,000 3,700,000 

年収見込 

(収入がある方が２人いる場合) 
 3,215,000 3,715,000 4,215,000 4,700,000 

 

※   世帯人数とは、「申請者とその税法上扶養する人数」と「配偶者とその税法上扶養する人数」の合計人数 

  （住民税課税・非課税証明書に記記載された扶養人数）を指します。 

   なお、世帯人数が７人以上の場合は、437,500 円ずつ基準額が増額されます。 

記入例および審査基準 

この期間の平均月額から算出 

家計が急変した月 

（この場合は３月） 申請月の前月（8月に申請する場合は 7月分まで記入） 



令和   年  月  日 

 

（公財）東京都私学財団理事長 殿 

 

 

家計急変の発生に関する申立書 
 

 

 家計急変後の収入を証明する書類の提出はできませんが、令和７年１月１日から６月３

０日までの間に確かに家計が急変していることを申し立てます。 

 

 

 申立てする事項に相違ないことを誓約します。 

本申立書に虚偽の記載があった場合は、東京都の求めに従い給付額全額を即時返還しま

す。 

 

 

 

 

 

 

    申請者自署                    

 

 



個人情報の取扱いについて                              

 

令和７年度私立高等学校等奨学給付金(家計急変)事業における個人情報の取扱いについては、

「個人情報の保護に関する法律」に基づき、以下のように取り組みます。 

 

１ 個人情報の利用目的について 

 「私立高等学校等奨学給付金(家計急変)受給申請書」に記載された情報、住民票及び住民税課税

証明書等の添付書類は、奨学給付金事業において必要な範囲内で利用します。 

  なお、ご提出いただいた個人情報は、在学する学校法人、（公財）東京都私学財団及び東京都

が共有します。 

  

２ 個人情報の収集目的について 

  「令和７年度 東京都私立高等学校等奨学給付金（家計急変）申請手続きのお知らせ」の「７ 申

請に必要な書類」に記載されている書類は、申請者の要件を審査するために収集します。 

 

３ 個人情報の管理について 

（１） 収集した個人情報は、関係法令等に基づき、厳重に管理します。 

（２） 収集した個人情報は、当該年度終了後５年を経過後速やかに消去し、又は廃棄します 

（令和７年度申請分は、令和１３年４月１日以降廃棄）。 

（３） 個人情報の取扱いを他の事業者に委託する場合は、委託先に対し必要かつ適切な監督を 

行います。 

 

４ 個人情報の第三者提供について 

  当財団では、奨学給付金事業の目的を超えて、個人情報を利用することはありません。 

また、その他申請者の承諾なしに第三者に提供しません。 

 

５ 個人情報の開示等について 

  個人情報の開示・訂正・利用停止等の手続きについて、また、個人情報に関するお問合せ、 

苦情・ご相談は、下記の窓口までお問合せください。 

 

   個人情報に関するお問合せ窓口 
   〒162-0823 東京都新宿区神楽河岸１－１ セントラルプラザ１１階 

   公益財団法人東京都私学財団総務部 

   （０３）５２０６－７９２１ （土日・祝日・年末年始を除く 9：00 ～ 17:00 ）  
 

 

 

奨学給付金に関するお問合せ窓口 

東京都私学就学支援金センター 奨学給付金担当 
（０３）５２０６－７９２５ 

（土日・祝日・年末年始を除く 9：15 ～ 17:00 ） 

 


